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１【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】
　平成25年６月28日に提出した第60期（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）有価証券報告書の記載事項の一部

に訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するため、有価証券報告書の訂正報告書を提出するものであります。

　なお、財務諸表の記載内容にかかる修正箇所についてはＸＢＲＬの修正も行ったため、併せて修正後のＸＢＲＬ形式の

データ一式（表示情報ファイル含む）を提出いたします。

 

２【訂正事項】
第一部　企業情報

第１　企業の概況

４　関係会社の状況

第５　経理の状況

１　連結財務諸表等

(1）連結財務諸表

注記事項

（税効果会計関係）

２　財務諸表等

(1）財務諸表

①　貸借対照表

注記事項

（貸借対照表関係）

※６　関係会社項目

（税効果会計関係）

 

３【訂正箇所】
　訂正箇所は＿＿＿線で示しております。
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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

４【関係会社の状況】

　　（訂正前）

名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業の内容
議決権の所有又
は被所有割合

（％）
関係内容

（連結子会社）
JAFEC USA,Inc.

米国ネバダ州 835 建設業 100.0 役員の兼任　３名

（連結子会社）
㈱オーケーソイル

東京都足立区 26 建設業 100.0 役員の兼任　４名

（連結子会社）
OK SOIL USA,Inc.

米国ネバダ州 11 建設業
100.0
（100.0）

役員の兼任　１名

（関連会社）
日本施設管理㈱

大阪府吹田市 22

ダム等施設の保守
点検・運転管理業
務、建設コンサル
タント業および測
量業

45.4

当社の業務に関連
するダム施設管理
業務および建設コ
ンサルタント業務
をしている。
役員の兼任　無

（関連会社）
㈱ピー・シー・フレーム

東京都新宿区 10
特許権、工業所有
権の管理

20.0

当社が開発に参画
した特許の管理を
している。
役員の兼任　無

（関連会社）
㈱オリオン計測

大阪府守口市 24
一般土木計測・解
析・調査・設計、
システムの構築

44.5

当社の業務に関連
する測量・解析業
務をしている。
役員の兼任　１名

　（注）　議決権の所有割合の（　）内は、間接所有割合で内数。
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　　（訂正後）

名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業の内容
議決権の所有又
は被所有割合

（％）
関係内容

（連結子会社）
JAFEC USA,Inc.
（注）２．

米国ネバダ州 835 建設業 100.0
資金の立替
リース債務の保証
役員の兼任　３名

（連結子会社）
㈱オーケーソイル

東京都足立区 26 建設業 100.0

当社の業務に関連
する工事を発注し
ている。
資金の貸付
役員の兼任　４名

（連結子会社）
OK SOIL USA,Inc.

米国ネバダ州 11 建設業
100.0
（100.0）

役員の兼任　１名

（関連会社）
日本施設管理㈱

大阪府吹田市 22

ダム等施設の保守
点検・運転管理業
務、建設コンサル
タント業および測
量業

45.4

当社の業務に関連
するダム施設管理
業務および建設コ
ンサルタント業務
をしている。
役員の兼任　無

（関連会社）
㈱ピー・シー・フレーム

東京都新宿区 10
特許権、工業所有
権の管理

20.0

当社が開発に参画
した特許の管理を
している。
役員の兼任　無

（関連会社）
㈱オリオン計測

大阪府守口市 24
一般土木計測・解
析・調査・設計、
システムの構築

44.5

当社の業務に関連
する測量・解析業
務をしている。
役員の兼任　１名

　（注）１．議決権の所有割合の（　）内は、間接所有割合で内数。

２．JAFEC USA,Inc.は特定子会社である。
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第５【経理の状況】

１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

【注記事項】

（税効果会計関係）

　　（訂正前）

前連結会計年度
（自平成23年４月１日　至平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自平成24年４月１日　至平成25年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳
 
（繰延税金資産） 千円

貸倒引当金 28,874

賞与引当金 9,072

退職給付引当金 228,265

未払事業税 5,933

会員権評価損 43,540

複合金融商品評価損 91,153

投資有価証券評価損 297,983

工事損失引当金 7,919

その他有価証券評価差額金 101,853

減損損失 50,073

繰越欠損金 197,666

その他 36,362

繰延税金資産小計 1,098,696

評価性引当額 △659,776

繰延税金資産合計 438,920

（繰延税金負債）  

買換資産圧縮積立金 △6,562

その他有価証券評価差額金 △314

その他 △547

繰延税金負債合計 △7,424

繰延税金資産の純額 431,496
　

 
（繰延税金資産） 千円

貸倒引当金 14,915

賞与引当金 33,264

退職給付引当金 218,215

未払事業税 6,891

会員権評価損 41,428

投資有価証券評価損 576,170

工事損失引当金 10,057

その他有価証券評価差額金 35,950

減損損失 49,510

繰越欠損金 98,480

その他 44,533

繰延税金資産小計 1,129,417

評価性引当額 △762,626

繰延税金資産合計 366,791

（繰延税金負債）  

買換資産圧縮積立金 △4,941

その他 △129

繰延税金負債合計 △5,070

繰延税金資産の純額 361,720
　

　　（省略）
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　　（訂正後）

前連結会計年度
（自平成23年４月１日　至平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自平成24年４月１日　至平成25年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳
 
（繰延税金資産） 千円

貸倒引当金 28,874

賞与引当金 9,072

退職給付引当金 228,265

未払事業税 5,933

会員権評価損 43,540

複合金融商品評価損 91,153

投資有価証券評価損 297,983

工事損失引当金 7,919

その他有価証券評価差額金 101,853

減損損失 50,073

繰越欠損金 197,666

その他 36,362

繰延税金資産小計 1,098,696

評価性引当額 △659,776

繰延税金資産合計 438,920

（繰延税金負債）  

買換資産圧縮積立金 △6,562

その他有価証券評価差額金 △314

その他 △547

繰延税金負債合計 △7,424

繰延税金資産の純額 431,496
　

 
（繰延税金資産） 千円

貸倒引当金 14,915

賞与引当金 33,264

退職給付引当金 218,215

未払事業税 6,891

会員権評価損 41,428

投資有価証券評価損 310,505

工事損失引当金 10,057

その他有価証券評価差額金 35,950

減損損失 49,510

繰越欠損金 98,480

その他 44,533

繰延税金資産小計 863,752

評価性引当額 △496,960

繰延税金資産合計 366,791

（繰延税金負債）  

買換資産圧縮積立金 △4,941

その他 △129

繰延税金負債合計 △5,070

繰延税金資産の純額 361,720
　

　　（省略）
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

　　（訂正前）

  （単位：千円）

 
前事業年度

（平成24年３月31日）
当事業年度

（平成25年３月31日）

資産の部   

流動資産   

現金預金 ※2　6,359,372 ※2　6,991,876

受取手形 ※5　1,466,693 ※5　1,268,258

完成工事未収入金 4,433,357 3,426,474

有価証券 3,406,203 2,295,927

未成工事支出金 1,415,145 728,965

材料貯蔵品 78,892 69,120

繰延税金資産 44,979 69,701

立替金 ※6　49,631 ※6　442,305

その他 59,486 90,078

貸倒引当金 △37,504 △11,504

流動資産合計 17,276,257 15,371,204

（省略）   

投資その他の資産   

投資有価証券 3,993,865 4,939,658

関係会社株式 1,557,020 796,953

長期貸付金 204,870 236,470

従業員に対する長期貸付金 149,383 140,598

破産更生債権等 97,820 71,087

長期前払費用 8,334 7,794

繰延税金資産 386,516 292,019

長期預金 200,000 200,000

保険積立金 481,744 493,595

その他 57,162 55,089

貸倒引当金 △94,951 △67,707

投資その他の資産合計 7,041,766 7,165,559

固定資産合計 11,436,339 11,801,209

資産合計 28,712,596 27,172,414

（省略）   
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　　（訂正後）

  （単位：千円）

 
前事業年度

（平成24年３月31日）
当事業年度

（平成25年３月31日）

資産の部   

流動資産   

現金預金 ※2　6,359,372 ※2　6,991,876

受取手形 ※5　1,466,693 ※5　1,268,258

完成工事未収入金 4,433,357 3,426,474

有価証券 3,406,203 2,295,927

未成工事支出金 1,415,145 728,965

材料貯蔵品 78,892 69,120

繰延税金資産 44,979 69,701

立替金 ※6　49,631 ※6　442,305

その他 59,486 ※6　90,078

貸倒引当金 △37,504 △11,504

流動資産合計 17,276,257 15,371,204

（省略）   

投資その他の資産   

投資有価証券 3,993,865 4,939,658

関係会社株式 1,557,020 796,953

長期貸付金 1,650 1,050

従業員に対する長期貸付金 149,383 140,598

関係会社長期貸付金 203,220 235,420

破産更生債権等 97,820 71,087

長期前払費用 8,334 7,794

繰延税金資産 386,516 292,019

長期預金 200,000 200,000

保険積立金 481,744 493,595

その他 57,162 55,089

貸倒引当金 △94,951 △67,707

投資その他の資産合計 7,041,766 7,165,559

固定資産合計 11,436,339 11,801,209

資産合計 28,712,596 27,172,414

（省略）   
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【注記事項】

（貸借対照表関係）

※６　関係会社項目

　　（訂正前）

　関係会社に対する資産及び負債は、次のとおりである。

 
前事業年度

（平成24年３月31日）
当事業年度

（平成25年３月31日）

流動資産   

立替金 42,265千円 359,451千円

 

　　（訂正後）

　関係会社に対する資産及び負債は、次のとおりである。

 
前事業年度

（平成24年３月31日）
当事業年度

（平成25年３月31日）

流動資産   

立替金 42,265千円 359,451千円

流動資産その他（短期貸付金） ― 20,000
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（税効果会計関係）

　　（訂正前）

前事業年度
（自平成23年４月１日　至平成24年３月31日）

当事業年度
（自平成24年４月１日　至平成25年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳
 
（繰延税金資産） 千円

貸倒引当金 28,874

賞与引当金 9,072

退職給付引当金 228,265

未払事業税 5,933

会員権評価損 43,540

複合金融商品評価損 91,153

投資有価証券評価損 297,983

工事損失引当金 7,919

その他有価証券評価差額金 101,853

減損損失 50,073

繰越欠損金 197,666

その他 36,362

繰延税金資産小計 1,098,696

評価性引当額 △659,776

繰延税金資産合計 438,920

（繰延税金負債）  

買換資産圧縮積立金 △6,562

その他有価証券評価差額金 △314

その他 △547

繰延税金負債合計 △7,424

繰延税金資産の純額 431,496
　

 
（繰延税金資産） 千円

貸倒引当金 14,915

賞与引当金 33,264

退職給付引当金 218,215

未払事業税 6,891

会員権評価損 41,428

投資有価証券評価損 576,170

工事損失引当金 10,057

その他有価証券評価差額金 35,950

減損損失 49,510

繰越欠損金 98,480

その他 44,533

繰延税金資産小計 1,129,417

評価性引当額 △762,626

繰延税金資産合計 366,791

（繰延税金負債）  

買換資産圧縮積立金 △4,941

その他 △129

繰延税金負債合計 △5,070

繰延税金資産の純額 361,720
　

　　（省略）
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　　（訂正後）

前事業年度
（自平成23年４月１日　至平成24年３月31日）

当事業年度
（自平成24年４月１日　至平成25年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳
 
（繰延税金資産） 千円

貸倒引当金 28,874

賞与引当金 9,072

退職給付引当金 228,265

未払事業税 5,933

会員権評価損 43,540

複合金融商品評価損 91,153

投資有価証券評価損 297,983

工事損失引当金 7,919

その他有価証券評価差額金 101,853

減損損失 50,073

繰越欠損金 197,666

その他 36,362

繰延税金資産小計 1,098,696

評価性引当額 △659,776

繰延税金資産合計 438,920

（繰延税金負債）  

買換資産圧縮積立金 △6,562

その他有価証券評価差額金 △314

その他 △547

繰延税金負債合計 △7,424

繰延税金資産の純額 431,496
　

 
（繰延税金資産） 千円

貸倒引当金 14,915

賞与引当金 33,264

退職給付引当金 218,215

未払事業税 6,891

会員権評価損 41,428

投資有価証券評価損 310,505

関係会社株式評価損 265,665

工事損失引当金 10,057

その他有価証券評価差額金 35,950

減損損失 49,510

繰越欠損金 98,480

その他 44,533

繰延税金資産小計 1,129,417

評価性引当額 △762,626

繰延税金資産合計 366,791

（繰延税金負債）  

買換資産圧縮積立金 △4,941

その他 △129

繰延税金負債合計 △5,070

繰延税金資産の純額 361,720
　

　　（省略）

 

EDINET提出書類

日本基礎技術株式会社(E00204)

訂正有価証券報告書

11/11


	表紙
	本文
	１有価証券報告書の訂正報告書の提出理由
	２訂正事項
	３訂正箇所
	第一部企業情報
	第１企業の概況


	４関係会社の状況
	第５経理の状況

	１連結財務諸表等
	（１）連結財務諸表
	注記事項


	２財務諸表等
	（１）財務諸表
	①貸借対照表
	注記事項




